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産業調査部

SAF市場創出に向けたバリューチェーン構築と
環境価値のポイント

第2回 SAF環境価値活用セミナー
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1. SAFとGX政策におけるバリューチェーン連携の関係性
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【弊行仮説】 脱炭素の潮流等を受けてジェット燃料の供給力が細る一方、需要増に向け国産含むSAF対応要
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◼ 全産業での脱炭素対応や精製設備老朽化等で供給の減少が見込まれる中、ジェット燃料需要は増加基調

◼ 日本が空路を通じた海外とのネットワークを維持・向上するには、海外依存度を無作為に高めない政策を脱炭素対応と連動

して進める必要があり、SAFの国内製造も戦略的に取り入れながら自律したサプライチェーン構築へ対応策を講じる必要性

石油精製能力見通し・石油製品生産内訳実績 ジェット燃料国内需給見通し（~2050年・試算） ジェット燃料不足を受けた日本の対応選択肢

ジェット燃料の国内給油枯渇状態が加速

供給増 燃料不足悪化

ジェット燃料前提SAF前提

日本発輸送量減

路線廃止・SC瓦解

全面
脱・脱炭素

日本発便
グレー化

自立型
SC構築

海外依存型
SC許容

国内製造 輸入全面依存 国内製造

脱・航空脱炭素

日本発輸送量維持

航空脱炭素

旧来型
SC

独自路線
SC

エネルギー自立毀損

産業政策

運輸政策

環境政策

安全保障政策

潮流

（注）SC: 日本発の製品サプライチェーンを指す（人流も同様）
（出所）2025 Statistical Review of World Energy、令和6年資源・エネルギー統計年報等より、みずほ銀行産業調査部作成
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25%
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17%

国内生産内訳（2024年）

脱石油により顕在化
するジェット燃料の
需給ギャップ

航空需要は
APACで拡大

（Thousand barrels daily）

2025年以降見通し
（以下前提に基づく）

2025～2028年
石油連盟需要
見通しに準ずる

2050年にかけて
産業調査部需要
見通しに準ずる

？

？

？
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SAFは国内外で政策的な動きが進み、海外一部地域ではルールや仕組みが導入されつつある

◼ 米国のパリ協定離脱など、脱炭素への逆風が生じているものの、SAFでは他産業や地域への裨益、安全保障、国際間連携

に則った検討が足下でも進捗

◼ 日本では周辺国のSAF利用義務化の動向を注視しつつ、石油製品全般への波及効果も念頭に置きながら、産業成長に向

かう流れをつくることが肝要になると弊行思料

Securing America‘s Fuels 

（SAF）法案が共和党・民主
党により提出、SAFボーナス
クレジット復活・延長。全米ト
ウモロコシ生産者協会等支持

韓国は新産業育成に向け、
「SAF混合義務化制度ロード
マップ」発表。2027年に1%混
合義務化し、アジア初の法的
拘束力（違反で150%罰金）

（出所）各種報道や資源エネルギー庁「第20回 資源・燃料分科会 脱炭素燃料政策小委員会」等の各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

欧州航空宇宙防衛産業協会
「本業界が防衛費増額や防
衛力強化の動きに加え、

GHG排出削減推進が追い風
となり、さらなる成長へ」

新たな運輸政策パッケージを
発表し、SAF等の域内生産を
推進。基金等より、29億ユー
ロ割り当て。欧州水素銀行の
枠組みを活用し、オフテイ
カー向けプロジェクトを公募

日伯首脳間で「持続可能な燃
料・モビリティ・イニシアティブ
（ISFM）」立ち上げ合意（5月）
ISFMの一環で持続可能燃料
閣僚会議を日伯共催（9月）

COP30で日伯伊が共同提案
「持続可能燃料に関する宣
言」を立ち上げ（35年までに
持続可能燃料の需要を24年
比で少なくとも4倍に拡大）

シンガポール民間航空局が
2026年にSAFの一括購入開
始を発表（SAF税収入を購入
にあて、非営利子会社

SAFcoが購入）

2026年10月にSAF税課税の
開始発表（東京便で2.8SGD、
貨物便は貨物重量に応じて

荷主に課税）

次世代液体燃料政策におけるSAFの重要性（12/9）

◼ SAFは、最も早く市場が立ち上がる石油燃料代替
製品の一つであるため、石油製品の脱炭素化の
試金石

◼ SAFの原材料となるバイオエタノールや植物油脂
の優良権益を確保しつつ、非可食バイオマス由来
バイオエタノールや非可食油脂の活用も実現させ
るとともに、バイオエタノールは揮発油の脱炭素
化のためにも活用

◼ 国産SAF生産能力を獲得し、既存設備を活用した
大規模SAFプラント建設・稼働ノウハウを海外展
開するとともに、連産品として生産されるバイオナ
フサ・バイオディーゼルの素材・運輸業界への供
給を実現

◼ SAF製造から合成燃料製造技術の獲得（例：ATJ

からMTJ）に繋げ、早期の合成燃料製造技術の
確立を実現し、バイオ燃料及び合成燃料の活用
によってカーボンニュートラル実現を目指す

2025年秋以降のSAFを巡る国内外の政策関連動向（抜粋）

9月

12月

5・9月

11月11月

10月

12月

11月
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GX政策における産業調査部の着眼点

◼ GXで化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体を変革へ

◼ SAFでは市場創造に向けた取り組みが進み、バリューチェーン全体の脱炭素化における政策とも連動すると思料

日本政府の掲げるGX（グリーン・トランスフォーメーション）とSAF対応 グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化

地球温暖化対策推進法や省エネ法等により、事業者のとりわ
けScope1,2に焦点を当てた温室効果ガスの排出削減を促進

GX経済移行債を活用した
先行投資支援

重点分野でのGX投資を分野別投資戦略を通じて促進

生産段階でのGX投資が進みつつある

2026年度から排出量取引制度（GX-ETS）導入

デマンドサイドにおける消費者・企業・政府がその価値を理解
して購買・消費することが予見でき、サプライサイドにおける    

各企業の積極的・継続的な脱炭素投資が行われるような
市場の創出を目指すことが必要

経済成長 排出削減

安定供給

◼ 強みを有する脱炭素関連
技術やAIなどのデジタル
技術を活用し、経済産業・
産業競争力強化を実現

◼ 待ったなしの気候変動
対策の加速

◼ 2050年カーボンニュー
トラル等の国際公約

◼ ロシアによるウクライナ
侵略等の影響により、
世界各国でエネルギー
価格を中心にインフレ
が発生

これ
まで

GX実現へ

成長志向型カーボン
プライシングによる

GX投資先行インセンティブ
昨今

今後
上流側の取組支援等のScope3に焦点を当てた

新たなフェーズの排出削減へ

GX先行投資 GX市場創造

＜Step:1 GX価値の見える化＞
◆ 航空を利用する旅客及び貨物
利用者（荷主）等に対して、
Scope3を“見える化”できる環境
を整備
＜Step2: インセンティブ設計＞
◆ Step1までの進展を踏まえた、
SAFの炭素削減価値を適切に流
通できる環境の整備
＜Step3: 規制/制度導入＞
◆ Step2までの進展を踏まえた、
SAFの積極利用を推進するため
の規制・制度案の検討

①大規模なSAF製造設備の構築、
安定的な原料確保に向けたサプ
ライチェーン整備

② 非可食原料由来SAFに係る製
造技術の開発・実装

＜投資促進策＞※GXリーグ連動
◆ ①に係る設備投資支援、国内
生産・販売量に応じた税制措置
◆ GI基金を用いたSAFの製造技
術開発

◼ 化石燃料への過度な
依存から脱却し、
危機にも強いエネル
ギー需給構造を構築

Scope1の排出規模が大きい産業事業者（バリューチェーンの
上流に位置する素材・資源等）産業の脱炭素投資がさらに進む

（出所）経済産業省HP、環境省「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会（第4回）」資料（2025年7月）を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

供給 需要

市場創出へ

5

分野別投資戦略/SAF（2023年12月発表）

GX
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（ご参考） SAFの分野別投資戦略: 進展・現状評価と今後の方針（10月時点掲載内容抜粋）

◼ これまで以上に、「エネルギー安定供給」、「経済成長」に重点を置きつつGXをブレずに堅持し、足下の投資喚起につながる

成熟領域と、将来の競争力に直結する革新領域では、それぞれ異なる戦略で、取組を強化していくことが求められる

（出所）内閣官房・GX実現に向けた専門家ワーキンググループ（第11回）「GXを取り巻く国内外の動向と今後の対応の方向性について」より、みずほ銀行産業調査部作成

GX先行投資 GX市場創造

6

◼ 昨年度に、コスモ石油（株）が国内初となる国産SAF大規模製
造設備を完工し、今年度からSAFの供給を開始

◼ 建設業界の人手不足等の影響から、SAF大規模製造設備に
係る建設計画は後ろ倒し傾向

◼ SAFは石油製品の中で、市場がいち早く立ち上がることが見込まれており、石油製品の脱炭素化の試金石と言えるため、国内SAFプロジェ
クトを成功させ、その他石油製品の脱炭素化に波及させていく

◼ SAFの連産品として生産されるHVOやグリーンナフサの使用を促進し、素材分野や運輸部門全体の脱炭素化に波及させる

◼ Step1について、昨年度に航空輸送利用者の間接排出
（Scope3） 削減の考え方を示す「SAF利用可視化ガイドライン」
を策定

◼ Step2,3も含めて、更なるSAF導入促進に関し、どのような対応
が ありえるか検討していく必要があり、現在議論中

◼ 実施中のGX施策に関し、市場環境の変化等を見極めながら柔
軟な措置等の検討を行うとともに、継続的な伴走支援やフォ
ローアップを行う。

◼ また、SAF大規模製造設備に係る建設計画の後ろ倒し傾向を
受け、 柔軟な予算運営に向けた検討を進めていく

◼ SAF官民協議会の場で、海外における需要創出に向けた取り
組み （例えば、SAF利用のインセンティブやSAFの混合義務制
度など）も 踏まえつつ、SAFの更なる導入に向け、官民で取り得
る導入促進策 の検討を進めていく

技
術
開
発

設
備
投
資

関連企業 投資分野
<Step:1>

GX価値の
見える化

<Step:2>

インセンティブ
設計

<Step:3>

規制/

制度導入

金額（億円）

出光興産（株）

出光興産（株）
ENEOS（株）
太陽石油（株）
コスモ石油（株）

GI基金を用いた
SAFの製造技術

開発

GX経済移債を活
用した、大規模な
SAF製造設備の
構築に係る設備
投資支援

510.7
※国費負担
上限額総額

39.2
※2025年7月
時点の交付決定

未着手
検討・
作業中

進展あり

未着手
検討・
作業中

進展あり

未着手
検討・
作業中

進展あり

進
展
状
況

現
状
評
価

今
後
の
方
針
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GX推進に向けて削減実績を「GX価値」として評価することが期待され、SAFでは可視化の議論が進む

◼ GXを進める過渡的な段階では製品の排出削減量もあわせて評価指標とすることで、削減努力を促すことが効果的に

◼ 削減実績量や削減貢献量は、各主体のGXの取組の結果であり、これらを「製品のGX価値」として整理し、需要側が脱炭

素・低炭素製品を選好して適切な対価を支払う指標としていくことが必要に

◼ SAFは比較的早期に業界横断的なガイドラインが定められ、評価の原則、算出方法、認証等の基本事項が掲載されている

製品のGX価値 （削減実績量、削減貢献量）

企業の脱炭素投資によって⽣まれたGHG排出削減量
GX価値は、CNに向かう過渡的にあわせて評価すべき指標として位置づけ

※削減量の主張内容は、
◼ 比較対象の定義
◼ 他者間での比較の有無
◼ 削減価値の有効期間
等によって大きく変化。統一的なルールが形成されることが望ましい
（産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資する
GX製品市場に関する研究会・中間整理）

業界平均
等

自社削減から生まれた価値

社会全体の削減から生まれた価値

移⾏期における
削減度合の評価指標

カーボンニュートラル期
における

排出量の評価指標

参照値 過去 現在 将来

削減実績量

削減貢献量

残余
CFP

製品のライフサイクル段階における排出量と、GX等の価値創出

SAF利用による削減を証明するための考え方と対応を示すもの：

◼ 航空輸送では、利用者（旅客、荷主、及び代理店）のScope3を
可視化し、サプライチェーン全体で削減することが求められる

◼ 航空輸送及びSAFのサプライチェーンは多くの企業が関わるが、
Scope3の評価方法に定まったものはなく、業界横断的なガイド
ラインが求められた

◼ 関係業界と共に、航空輸送におけるScope 3評価の原則、算出
方法、認証等の基本事項をまとめた「SAF利用可視化ガイドラ
イン」を策定

削減量を指標化→取組主体の削減努力を促す 製品の排出量が評価指標に

SAF利用可視化ガイドライン

（出所）グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会（第4回）資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

7
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Scope3の排出削減に取り組む意義

◼ バリューチェーンの各段階には多くの企業が存在しており、取引関係で繋がっているため、ある者のScope3の削減は、他者

のScope1,2の削減に繋がる

◼ 1社が排出量を削減すれば、他のバリューチェーン上の事業者にとっては、自社のScope3排出量が削減されたことになるた

め、自社排出量だけではなく、Scope3排出量の削減に取り組むことで、他事業者と連携した削減の取組が促進される構図

CO2 の部門別排出量
【電気・熱配分前】

輸送・小売り製品製造部品製造素材製造 使用 廃棄

自社の排出
（Socpe1: 直接排出）
（Socpe2: 電力分）

カテゴリ1：素材・部品製造の排出
カテゴリ4：輸送・配送（上流）に伴う排出 等

カテゴリ9：輸送・配送（下流）に伴う排出
カテゴリ11：販売した製品の使用に伴う排出
カテゴリ12：販売した製品の廃棄に伴う排出 等

ストック ヒトの流れ アセット フランチャイズ 投資

カテゴリ2 カテゴリ6 カテゴリ7 カテゴリ8 カテゴリ13

資本財 リース（借） リース（貸）出張 通勤 投資フランチャイズ

下流側の全事業者に、バリューチェーン上流の削減分としてシェアする考え方

エネルギー

転換
40%

産業
25%

業務その他
5%

運輸
18%

家庭
5%

その他
7%

上流の間接排出（Scope3） 下流の間接排出（Scope3）

その他、事業を支える活動における排出量

サプライサイドでの脱炭素化を
バリューチェーン全体に浸透

グリーン製品・サービスの
需要を顕在化させる

GX-ETSにより
カーボンプライシング適用

上流は排出量が
多い傾向

バリューチェーン全体の脱炭素化に向けて

カテゴリ14 カテゴリ15

（出所）グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会（第4回）資料、国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス編「日本国温室効果ガスイン
ベントリ報告書（2023年）」を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

8

製品のライフサイクル段階における排出量の分類（GHG Protocol Scope1,2,3： 企業視点）
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廃棄・リサイクル

製品軸でのカーボンフットプリント算出においても、部門を跨いだ連携が必要となり、SAF利用も関係

◼ カーボンフットプリント（CFP）は自社の製品のライフサイクル（原材料調達、生産、流通・販売、使用・維持管理、廃棄・リサイ

クル）におけるCO2換算量

― CFP と GHG Protocol Scope1, 2, 3 算定は製品単位か企業単位かという点が異なる（対象範囲、排出量の整理方法や

参照すべきルールが異なっている）

◼ 航空貨物を利用した場合には、製品ライフサイクルにおける「輸送」において、排出量が計上される

使用・維持管理流通・販売生産原材料調達
ライフ
サイクル
ステージ

各段階の
定義

算定の範囲

資源が採取されるときから、
製品の構成部品が対象製品
の生産施設の門をくぐるまで

製品の構成部品が生産拠点
に入るときから対象製品が 

生産ゲートを出るまで

消費者が製品を所有した時
点から、廃棄物処理場へ    

輸送されるまで

廃棄された時点から、製品が
自然に還るか、リサイクルで
別のライフサイクルに割り当
てられるまで

対象製品が生産ゲートを
出てから、消費者がその製品
を手に取るまで

Cradle to Gate

Cradle to Grave

インプット

天然資源（金属、石油、水 等）、
エネルギー（電気、燃料 等）

アウトプット

GHG、大気汚染物質、
水質汚染物質、廃棄物等

製品単位の排出量にあたるカーボンフットプリントの概念整理

原料 輸送 製造 梱包 販売輸送 輸送 使用

輸送

廃棄物処理

廃棄物 廃棄物 廃棄物

製品の原材料調達から輸送、廃棄・リサイクルまでの全ての過程を、プロセス（モノ・工程）に分解

各プロセスの
GHG排出量を
合計し、CFP算定

製品単位での排出削減努力（CFPの低減、削減実績量・削減貢献量の増大）は、企業単位でのScope1-3の削減努力と表裏一体

（出所）サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会「カーボンフットプリントレポート」を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

海外における標準・規格は
ISO14067: 2018にて算定・
表示ルールが規定される
（GHGプロトコルをISO化）

9
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日本のヒトやモノは空で世界と繋がり、機材の共通性が非常に高い中、日本も同様に炭素負荷低減へ

◼ 航空は特に長距離におけるヒトの移動手段としてグローバル社会に不可欠な存在であり、モノの輸送手段としても金額ベー

スでの貿易でみると国際航空貨物が果たす役割は大きい

◼ 迅速性や信頼性が高い交通手段である一方、グローバルに同様な機材が運航していて炭素負荷が高い状況も共通である

ことを踏まえれば、国際間・都市間人流や高付加価値品の物流を維持していくためにも、その低減手段が重要に

（出所）交通政策白書含む国土交通省公表データ、環境省「2022 年度温室効果ガス排出・吸収量」（2024年4月）より、みずほ銀行産業調査部作成

日本の貿易における海上・航空輸送手段の分担割合（2020年）

国際航空貨物
0.7%

海上

（コンテナ船）
99.3%

輸出入重量

輸出入貿易額

外航クルーズ

（日本人）
0.1%

外航クルーズ

（外国人）
0.7%

外航旅客

定期航路
3.5%

航空
95.7%

海上

（コンテナ船）
59%

国際

航空貨物
41%

日本発着国際旅客輸送内訳（2020年） 国内距離帯別の分担率（2015年）

日本発着の国際旅客輸送と国内長距離輸送における航空の分担率 日本の輸送モード別輸送量当たりCO2 排出原単位（FY2022）

20

62

101

113

0 20 40 60 80 100 120

鉄道

バス

航空

自家用乗用車

旅客

20 

43 

208 

1,348 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

鉄道

船舶

営業用貨物

自動車

航空

貨物

輸送量（トン・km）当たりCO2排出原単位（g-CO2/トン・km）
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グローバルで進む航空業界の脱炭素に向けて、SAFへの転換による排出削減が期待される

◼ 航空輸送ではエンジン・液体燃料の使用が中長期的に続く

◼ 国際機関も主導する航空業界の脱炭素化には、SAFへの燃料転換が求められている

脱炭素に向けたルール設計と、航空業界の対応方向性

航空業界にとどまらない取り組みが不可欠であり、排出削減対応策は実質的にSAFに限られる

（注）DAC： Direct Air Capture（大気中のCO2を直接回収する技術の総称）、オフセットは原則としてGHGプロトコルにおける削減分として計上されず、ICAOが定めた国際民間航空のため
   のカーボン・オフセット及び削減スキーム（CORSIA）への対応策に主眼
（出所）ATAG “WAYPOINT 2050”、各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

航空機運用の高度化等による取り組みのみでは、脱炭素実現に限界あり

【運用高度化】運航方式の改善 【運用高度化】低燃費機導入 【運用次世代化】電動化・水素利用機

【抜本的排出削減】 SAF（バイオ燃料等）への転換

バイオ燃料
プラント

利用拠点
（空港）

バイオマス
（炭素）

水素
SAF（炭化水素）

【供給側課題】原料制約・能力不足 【需要側課題】 コスト負担・安定調達 【需要側課題】 利用方法明確化【供給面課題】 質・量両面の充足

【規制対応】 経済的手法（オフセット）

排出権クレジット（オフセット） DAC

（炭素除去）

植林

土地劣化
回避

エネルギー
効率化

H2

SAF

国境を跨ぐ国際線は
各国排出量規制（パリ協定）と別枠

国際民間航空機関
（国連専門機関）

グローバル共通で
ルール設定

グローバル排出
総量規制を敷くICAO CORSIA

11
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

従来型ジェット燃料

パーム油

大豆油（米）

ジャトロファ

廃食用油

Core LCA

ILUC LCA

SAFで求められる持続性認証とそれに基づく炭素負荷の差異

◼ SAFは、グローバル排出規則（CORSIA）にライフサイクル評価が組み込まれ、第三者機関で監査・検証

― 食料競合等の回避に向け、可食原料は炭素負荷が高く（脱炭素対応度で低位に）評価される仕組み

農作物・
作物残渣 農場・

プランテーション

廃棄物・
残渣・副産物

集荷場

廃棄・発生 収集

搾油工場・
処理施設

流通 SAF製造
プラント

混合 利用

GHG GHG GHG GHG GHG GHG

◼ 農耕や回収時
◼ 直接的土地利用変化
◼ 上流側の輸送工程

SAFのCI値算定で
必要な排出量情報

間接的土地利用変化（ILUC）

◼ 処理工程
◼ 輸送・流通（上流・下流）
◼ 燃焼

証書（Proof of 

Sustainability）

（gCO2e/MJ）

SAF製造・利用によるライフサイクル排出評価と、環境価値の受け渡しイメージ

SAF製造原料別ライフサイクル排出係数（CORSIAが定めるデフォルト値の例・数値が低いほど脱炭素効果が高い）

（出所）ICAO公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

排出削減価値（廃食用油原料によるSAF）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

従来型ジェット燃料

パーム油

大豆油（米）

ジャトロファ

廃食用油

原料栽培～燃料燃焼

間接的土地利用変化

各要素で算出された排出量情報は、
認証機関によって監査および検証が必要

CORSIA
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製
品
価
格

航空脱炭素に向け、各国はSAF利用への規制やインセンティブ適用を通じて市場形成へ

◼ 日本は主要国と同水準の航空ネットワーク次世代化や、SAF原料調達に向け、早期のSAF市場立上げが必要に

欧州 アジア 米州

日本

シンガポール

EU-ETS

（排出権取引）

EU内空港で
2%混合（25年～）

SAF
統合的な規制環境下、
需給一体で市場拡大

SAF

国境炭素税（CBAM）
SAF税導入（26年～）

GXの下、
供給義務化先行

EU域内 輸入

炭素国境
調整金

CO2

対策
コスト

課金

GX-ETS

SAF

SAF IRAや燃料政策筆頭に、
複合的なインセンティブ適用

米国

バイオ燃料市場拡大により、
自国農産物の需要多角化

バイオ燃料等
製造関連クレジット取引

大豆・菜種・コーン等

国産原料

SAF

バイオ燃料市場拡大により、自国農産物の需要多角化

（パーム・ココナッツ・ポンガミア含む油脂作物、サトウキビ等）

グローバルサウス

SAF利用拡大に向けた政策対応を足下で推進中

SAF

JET

（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

日本も早期のSAF市場
立上げが肝要に

海外原料調達期待

13



© 2025 Mizuho Bank, Ltd.

サウジ

アラビア
44%

アラブ首長国

連邦
40%

クウェート
7%

カタール
4%

その他
5%

SAFを代表とするバイオ原燃料への転換は産業に様々な形で裨益し、先行領域での対応が重要に

◼ 日本は現在の原燃料の生命線となる石油を特定国に依存し、資源・エネルギー安全保障上のリスクも大きい

◼ バイオマス利活用は石油製品の代替を担い、国内資源利活用も含めて多角化に繋がり、属性取引も先行して進む

【弊行試算】日本の石油利用構造と環境価値取引を通じたGXへの接続

（注）最終エネルギー消費等は代表例を抜粋
（出所）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より、みずほ銀行産業調査部作成

家庭

運輸（旅客）

企業・事業所他

一次エネルギー国内供給 最終エネルギー消費（石油）

石油製品

ガソリン

ジェット燃料

LPG・電力他

石油製品

大豆・
サトウキビ

トウモロコシ

パーム

炭素資源 環境価値等の属性取引

森林

廃棄物
（油脂等）

（PJ・FY23）

409PJ

1,194PJ

136PJ

132PJ軽油

運輸（貨物）

141PJ

ガソリン

重油他

241PJ

115PJ

軽油

2,251PJ

輸送サービス

輸送サービス

各種製品
（輸送機器
含む）

バイオ
原燃料
フロー

石油
フロー

原子力, 

727

水力含む

再エネ, 

2,662 

ガス, 

3,627 

石油, 

6,272 

石炭, 

4,288 

820PJ

14

輸入額
（CY2024）:
10.9兆円

輸入量
（CY2024）:
137百万kL

SAF 属性取引

Scope1

Scope3

先行市場創出

属性取引

Scope1

Scope3

市場創出RD

属性取引他領域連動バイオナフサ

属性取引他領域連動グリーン鉄

属性取引市場創出ガス

ガイドライン

証書制度

社
会
、
産
業
構
造
を
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
中
心
に
移
行
さ
せ
、
経
済
社
会
シ
ス
テ
ム
全
体
を
変
革

GX

類似取り組み

類似取り組み

燃料種間展開

燃料種間展開

原油



2. 業界横断連携によるSAFバリューチェーン構築
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米Googleの自社製デバイスを対象とするSAF連携（2024/7発表）
◼ DHLとSAFを使用した国際輸送サービス活用でパートナーシッ
プ契約を発表

◼ 米欧アジア市場におけるデバイス&サービス事業部が取り扱う
自社デバイスの航空輸送を対象とする

◼ 当該協働にあたっては、2023 年6 月よりDHL Express と4カ月
のパイロットプロジェクトで検討を重ねてきた経緯

1.5

1.4

1.4

1.3

1.3

0.9

0.9

0.8

0.7

0.7

0.7

0.5

0.5

0.5

0.5

0.4

0.4

0.3

0.3

0.3

5.1

4.7

13.6

13.4

12.7

9.1

8.8

2.7

6.9

5.4

6.6

5.3

5.2

4.9

9.5

4.5

1.2

5.8

2.9

2.7

FedEx

UPS

United

American Airlines

Delta

International Airlines Group

AirFrance KLM Group

DHL

Southwest

Ryanair

Qatar Airways

ANA

Cathay Pacific

Japan Airlines

Lufthansa

Qantas

SAS

Singapore Airlines

JetBlue

Alaska Airlines
SAF（百万t） ジェット燃料（全需・百万t）

グローバルSAF需要は主要エアラインがけん引する構図にあり、特にインテグレーターは積極的

◼ SAFの需要は野心的な利用目標を掲げるエアライン各社がけん引する構図にあり、現状目標を踏まえれば日本勢も高水準

◼ Scope3排出が課題となり易い法人契約が基本となる航空貨物を担う大手インテグレーターは、2030年に30%目標を掲げ、

製薬やIT機器の荷主とのSAF輸送契約を締結

(note) 1. Estimates based on forecast 2030 fuel consumption and voluntary commitments 

2. UPS has a goal of 30% SAF by 2035, which is used here for 2030

◼ Top20の需要家（エアライン）が

グローバルな自主的コミットメン
ト（16.3 Mt） の90%以上
（15.3 Mt）を占める構図

SAF需要家Top20及びそのジェット燃料消費量（2030年見通し）

（注）2030年の燃料消費予測と自主的なコミットメントに基づく推定値（UPSは2035年までにSAFを30%にする目標）
（出所）WORLD ECONOMIC FORUM “Financing Sustainable Aviation Fuels: Case Studies and Implications for Investment FEBRUARY 2025”、DHLプレスリリースより、

みずほ銀行産業調査部作成

インテグレーター

（ご参考） 欧米におけるインテグレーター・企業連携

米Alexion社（グローバルなバイオ製薬企業）とDHLエクスプレス
が提携し、アイルランドで初めて持続可能な航空燃料に100%切り
替えて国際航空輸送に医薬品を提供（2025/2発表）

□100%持続可能な航空燃料は、アレクシオンのヨーロッパのすべ
てのルートで使用され、19カ国に出荷
□燃料転換により、GHG排出量が平均80%以上削減され、グロー
バル・サプライチェーンの脱炭素化という目標に貢献
◼ Alexion、Ireland Rare Disease、DHL Expressは本日、アスト
ラゼネカで製造される高度医薬品の航空輸送に伴うGHG排出
量の削減を目指す画期的な提携を発表

◼ 医薬品輸送に伴うGHG排出量の削減は、アストラゼネカのより
広範な持続可能性戦略の重要な領域部分

◼ サプライチェーンの脱炭素化を含むヘルスケアセクター全体の
パートナーシップに焦点を当てることが含まれる。2030年からは、
バリューチェーン全体のScope3排出を2019年の半分に減らし、
2045年までにネットゼロ（SBTi）にすることを目指している

◼ 「DHLExpressとのパートナーシップを通じて、時間をかけてス
ケールアップするのではなく、即座の燃料100%転換に同意

16
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1
34.04%

2
40.83%

3
4.40%

4
2.69%

5
0.05%

6
1.70%

7
1.40%

9
0.29%

11
11.83%

12
0.02%

13
0.04%

米Microsoftはカーボンネガティブに向けてScope3削減も進め、航空関連分削減と産業創出へ協働

◼ Microsoftはカーボンニュートラル以上の目標を掲げ続け、サプライチェーン全体のネットゼロを進め、SAF事業にも投資

◼ 足下ではScope3排出が増えているが、サーバーラックも含む航空貨物での削減に向け、エアラインとScope3環境価値の

大規模な調達契約や投資を進め、米英のSAF調達にコミットし、SAF製造拡大も支援している

Microsoftによる英エアライン連携を通じたScope3削減とSAF産業創出

Scope1+2の排出をほぼゼロまで削減

2030年までにScope3の排出を半減

2030年までにサプライチェーン全体でのネットゼロを実現し、
2050年までに1975年の創立以来のCO2排出を除去

気候変動対策を強化し、カーボンネガティブを目指すことを公表

・多くの企業で排出割合が高いScope3も含めてコミットすべき
・世界が求めていることの実現にはニュートラルだけでは不足

Microsoftによるカーボンネガティブ目標とScope3へのコミット

IAG

（British Airways等の
持株会社）

Microsoft

SAF購入（Scope3）契約（8億6500万ドル・14,700t）で共同資金提供

◼ SAF: 1.9%（年間燃料使用量比）
◼ SAF購入額：35億ドル超（将来の
コミットメント含む）

Phillips66社の
英国SAFプラント

（HEFA）

第三者認証（ISCC）

英国

米国

17

（2020年1月）

：資本財

購入した製品・
サービス

製品使用

調達燃料の
上流工程

出張再エネ調達等に
より、

Scope1,2は
減少傾向

輸送・配送（下流）

気候変動対策ファンド： 10億ドル（20-23年）

2020年比

米SAF製造事業者：
LanzaJetに一部投資

輸送・配送（上流）

2023年8月

2025年4月 SAF購入契約（Scope3）を延長し、追加のSAF-39,000tに共同資金を提供

エアラインと法人顧客間のScope3契約として過去最大かつ最長

IAG: 本提携を通じて、より多くの
SAF購入し、Scope1削減

Microsoft: フライトに係る
Scope3排出削減効果を得る

LanzaJet社の
ジョージア州プラント

（AtJ）出張

◼ カーボンネガティブ目標に近付け、
SAF生産拡大へ複数年取組みを
保証

◼ IAGと協力して、需要を増やし、
長期購入契約を通じてSAFを   

より広く利用できる

（出所）Microsoft, 2025 Environmental Sustainability Report、IAG及びCargoluxプレスリリースより、みずほ銀行産業調査部作成

貨物

航空貨物大手（Cargolux）がサーバー
ラック（Microsoft Cloud Logistics）の
輸送に関する最大の契約締結

（66,000t-CO2削減）

2025年5月

Scope3

実績

Scope1,2は▲30%も、Scope3は+26%（ FY20比FY24）
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航空脱炭素対応が足下SAFに限定される中、環境価値の見える化・市場化を進め、融通可能な体制を構築

◼ SAF利用コストの局所的な負担は難しく、輸送に加え環境価値も有するメリットを顕在化させた上でステークホルダー連携が

期待される

航空事業における燃油費の位置付けとSAFの環境価値

◼ 最大のコスト要素

◼ 原油高には燃油
サーチャージ等適用

SAF利用拡大に向けた受益者負担と環境価値の見える化

日本でも企業の炭素会計が開示へ

非財務情報
開示（ISSB）

有価証券報告書内での
開示義務化へ（SSBJ）

SAF

バリューチェーン全体での負担・協調体制の構築要

その他

整備費
機材費
人件費
サービス費 等

燃油費

33%

JET

◼ 自社排出量
◼ 燃料燃焼に基づく
直接排出分

輸送価値

への燃料転換によるコスト増

JET

新たな
付加価値を
訴求へ

Scope1 Scope3

◼ 間接排出量
◼ 事業活動関連する
他社の排出分

SAF

JET

SAF

（注）ISSB（IFRS財団傘下設立の国際サステナビリティ基準審議会）、SSBJ（サステナビリティ基準委員会） （出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

【国際】 【日本】

$
¥

見える化・市場化の必要性

環境価値（CO2削減価値）

物理的なSAF

供給・利用

価値融通

18
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SAFの環境価値を航空輸送の受益者まで、融通・移転していく仕組みの社会実装が必要に

◼ Scope1やScope3の削減には、バリューチェーン外の環境価値を活用したオフセット（相殺）では原則として対応不可

SAF

オフセット（相殺）

オフセットクレジット

燃料契約

航空輸送契約（貨物）

航空輸送契約
（貨物） 貨物契約

エアライン 荷主

SAF

環境価値
SAF

環境価値

CO2

航
空
貨
物
輸
送
に
係
る
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

バリューチェーン内で
環境価値を流通し、
SAF供給・利活用
体制構築へ

フォワーダー

SAF供給
事業者

Scope1

Scope3 Scope3

Scope1

&

Scope3

航空輸送外での
削減貢献

（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

Scope3

¥

¥

19
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航空業界における特徴的なな給油・利用環境を捉えた削減価値の確実な融通が重要に

◼ 航空輸送は利用者が運航者（エアライン）とは別の法人・個人となり、運航による燃焼に伴う直接排出にあたるScope1と

利用による間接排出にあたるScope3が計上される構図にある（自動車の場合は、法人利用であれ社用車等の例も多い）

― 航空燃料はSAFに限らず、共同貯油タンクや空港内パイプラン（ハイドラント）等で供給分が混在する構造にあり、需要側

に受け渡す際も実物ではなく帳簿取引となることが一般的

◼ 特に間接的な位置付けであるScope3では、燃料の取り扱いに関与していないため、証書取引が重要となる傾向

Scope1として
計上

運航と利用が
分離する構図、

SAFｒ

運航：エアライン
≠搭乗客

利用：旅客・荷主
≠エアライン社員

20

空港間の燃料属性に関する
価値取引（Book&Claim）もEUで検討開始

燃料
and / or

証書

供
給
側

需
要
側

Scope3

証書

～ 空港内の物理的な取引はMass Balanceで担保 ～

（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

CO2

Scope3として
計上

Scope1削減価値

Scope3削減価値

SAFのロケーションによらない調達が可能に

SAFのロケーションによらない調達が可能に
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SAFの環境価値はScope1・3削減価値に分類可能で、関係者と分担する構図の整理が重要に

◼ SAFの環境価値はエアライン（Scope1）における削減分と輸送サービス受益者等（Scope3）に分けられるが、これらをどの

ように整理、活用していくかは依然として試行錯誤の段階

― 関連する既存取引手法としては電力（Scope2）における非化石証書取引が類似している点もあると弊行理解

（出所）資源エネルギー庁等の各種政府資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

SAF環境価値の要素分解と市場拡大に向けたポイント

SAF

価格

Jet A-1

価格
輸送価値

環境価値

Scope1

排出削減
価値

Scope3

排出削減
価値

通常の燃料費高騰は
燃油サーチャージにて

顧客転嫁
（環境価値なし）

単位当たり
コスト

SAF
給油量 ライフサイクル削減率

イノベーションや
補助による低減

受益者負担・分担を
通じた利用量増加

環境特性の高い原料、
製造手法を通じた向上

SAF利用増・市場拡大

（弊行想定・ご参考）類似要素の多い非化石証書の概要

今後の対応期待

主なポイント

21

非化石電源（再エネ等）

証書化前

非化石電気

電気そのもの
（kWh価値等）

非化石価値
（ゼロエミッション価値等）

非化石電源（再エネ等）

証書化後

非化石電気

電気そのもの
（kWh価値等）

非化石価値
（ゼロエミッション価値等）

非化石証書

FIT制度適用有無、需要家ニーズ、市場取引運営等から複数市場あり

◼ 再エネ価値取引市場
― FIT証書
―全量トラッキング可

◼ 高度化法義務達成市場
―非FIT証書（再エネ指定あり・なし）
―順次トラッキング化

RE100活用可

【エアライン】
削減価値を輸送価値と
合わせて顧客と分担

する方向性

【代理店・荷主・出張者】
Scope3等の排出削減
価値を認知し、応分の
コスト負担が求められる

方向性
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主要空港はジェット燃料給油量が多く、輸出拠点でもある中、成田空港でSAF環境価値取引実証を実施

◼ バリューチェーン全体でのSAFに係るコスト分担へ、Scope3環境価値取引のスキーム構築を業界横断で検討

その他機械類・
輸送用機器

②半導体等
電子部品

（出所）国土交通省「空港管理状況調書」、財務省貿易統計「積卸港別貿易額」、東京税関「成田空港貿易概況」（2022年）、弊行プレスリリースより、みずほ銀行産業調査部作成

③科学
光学機器化学製品

原料別
製品

その他

7%

7%

34%
空港
32%

港湾
68%

成田
20%

関西
8%

羽田
2%

その他
2%

名古屋港
14%

神戸港
10%

横浜港
9%

東京港
8%

その他
27%

5%

28%

羽田

成田

10%

関西

4%

4%

那覇

中部

航空の脱炭素化を目指してSAF利用促進プロジェクト開始

～成田空港で「Scope3環境価値」取引の実証試験を実施～

◼ SAFの利用によって生じる間接的なCO₂排出量の削
減効果=「Scope3環境価値」を取引する新たなス
キームを構築するプロジェクトを開始

◼ 本プロジェクトのスキームを通じて環境価値が活発に
取引されることにより、航空輸送のバリューチェーン
全体でSAFに係るコストをシェア

7社共同プレスリリース抜粋（2024年8月2日）

成田空港輸出品別構成比・上位品目（2023年）ジェット燃料供給の空港別割合（2023年）

①半導体等製造装置

積卸港別貿易額割合（輸出・2022年）

22
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SAF環境価値証書を対価としたステークホルダー連携でのコスト移転取引のイメージ

◼ 米SABAでは、レジストリやアカウントの定義付けが完了し、燃料自体の価値（輸送価値）と環境価値を分離して環境価値  

のみを売買する取引の仕組みが実装されている側面がある

SAF

SAF製造
プラント

輸送サービス

人流

物流

SAFc Registry

燃料製造アカウント 航空利用アカウント

エアラインアカウント

Scope1

削減
償却

（自社利用）

移転

移転

移転

Scope3

削減

統合報告書・
PCF

統合報告書・
CORSIA

SAFcA

（Scope1）

SAFcE

（Scope3）Scope1から
Scope3分離

燃料
価格

環境
価値対価

償却
（転嫁）

実燃焼

（注）上記は簡略図であり、関係企業は抜粋
（出所）SABA（Sustainable Aviation Buyers Alliance）公表資料を基に、みずほ銀行産業調査部作成

燃料属性認証 環境価値取引（Book&Claim）

¥

¥

原料多角化（供給制約軽減）・
技術力による供給コスト減

エアラインに限らず
幅広い利用者とコスト分担

23

United, JetBlue, Alaska, 

Amazon, Boeing, 

GE Aerospace

製薬（AstraZeneca , NovoNordisk, SAMSUNG）、IT（Microsoft, Netflix, Salesforce, 

Amazon）、コンサル（BCG, McKinsey, Deloitte）、金融（J.P.Morgan, Morgan Stanley）等

航空業界

航空利用者

輸送価値
（ジェット燃料と同一）

環境価値

Scope3Scope1 Scope3

基本的な対応方向性
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早期のSAF市場形成がGXを筆頭に日本として進める政策対応や、産業競争力向上にも寄与

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

◼ 戦略分野のSAFは様々な業界や取組みと繋がり、直接的な製造・利活用に留まらず多方面で連鎖・裨益する構図にある

SAF

産業政策循環型
経済

経済安全保障

環境価値向上に
繋がる原料開発

合成技術進化&

環境価値向上
軽量化&低燃費化に向けた
技術開発・運用高度化

サプライチェーンの
脱炭素化（質的向上）

SAFの環境価値をバリューチェーン全体で見える化し、削減効果に応じた受益者負担コストの分担へ

開示規制

都市や観光等
質的競争力向上

エアライン・
航空機メーカー

燃料供給事業者・
合成技術ホルダー

早期のSAF市場形成

半導体等
輸出産業

行政・自治体
機器・

素材メーカー

排出権取引

製品ライフ
サイクル評価 炭素会計

・・・

日本産業の持つ技術・機能・知見を、SAFを契機に結集 させていくことが様々な課題解決＝ビジネスチャンスに

GX
Green

Transformation

✓ $
¥
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© 2025株式会社みずほ銀行

 本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引の勧誘を目的としたものではありません。本資料は、弊行が信頼に足り且つ正確であると判断

した情報に基づき作成されておりますが、弊行はその正確性・確実性を保証するものではありません。本資料のご利用に際しては、貴社ご自身の判断にてなさ
れますよう、また必要な場合は、弁護士、会計士、税理士等にご相談のうえお取扱い下さいますようお願い申し上げます。

本資料の一部または全部を、①複写、写真複写、あるいはその他如何なる手段において複製すること、②弊行の書面による許可なくして再配布することを禁じま
す。
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